
【参考】 閣議決定における５Ｇの記載（IT戦略） 

 

第1部 世界最先端デジタル国家創造宣言 

V. 社会基盤の整備 

１ 5Gを軸とした協業促進によるインフラ再構築 

（３）5G環境等の普及、光ファイパ網の整備 

 今後の電波利用ニーズの拡大への対応として5Gの普及・高度化に向け、5G基地局の小型化や高エネルギー効率化、高信頼化やその

円滑かつ迅速な導入に必要となる実世界の電波伝搬を模擬的に再現する試験環境等に関する研究開発を推進するとともに、既存システ

ムとのダイナミックな周波数共用を可能とするシステムの構築を令和2年度末までに行う。あわせて、5Gのサービスを支える基地局や

光ファイパなどの情報通信インフラの整備を進めるとともに、5Gによる地域課題解決に向けた開発実証を推進していく。 

 

第2部 官民データ活用推進基本計画 

Ⅱ－（6）利用の機会等の格差の是正【官民データ基本法第14条関係】.. 

〇[No. 6-1］条件不利地域におけるICTインフラの整備の推進 

・光ファイバの整備に対するこれまでの国の支援により、全国的な光ファイバ整備率は高い水準を実現。しかし、地理的条件が不利な

地域では光ファイパの整備が遅れているため、5G・IoT• Wi-Fiなどの高度な無線環境の利用機会に地域間格差が生じるおそれがある。 

・今後、地理的条件が不利な地域において電気通信事業者等が行う5G等の高速・大容量無線局の前提となる光ファイパの整備に対し、

支援を実施する。 

・これにより、高度な無線環境の利用機会に関する地域間格差を是正し、5GやIoT等による地域活性化や地域の課題解決を促進する。 

 

KPI （進捗）：未設定（5Gに関する整備計画を踏まえて、令和元年度に検討） 

KPI （効果）：未設定（5Gに関する整備計画を踏まえて、令和元年度に検討） 

 

 世界最先端デジタル国家創造宣言 ・官民データ活用推進基本計画 （令和元年年6月14日閣議決定） 

資料３ 



【参考】 閣議決定における５Ｇの記載（骨太の方針） 

 

第２章 Society 5.0 時代にふさわしい仕組みづくり 

１．成長戦略実行計画をはじめとする成長力の強化 

（１） Society 5.0 の実現 

 ① デジタル市場のルール整備 

（ⅲ） ５Ｇ整備やＧ空間社会実現に向けて 

 Society 5.0 の実現に向けて、2020 年度末までに全都道府県で５Ｇサービスを開始するとともに、セキュリティの確保に留意しつつ、

通信事業者等による５Ｇ基地局や光ファイバーなどの情報通信インフラの全国的な整備に必要な支援を実施し、2024 年度までの５Ｇ

整備計画を加速する。その際、地方創生の実現に向け、自らの地域課題を解決する具体的な取組を有する先駆的な地方公共団体を優先

して支援する。 

 地理空間情報高度活用社会（Ｇ空間社会）の実現に向け、地理空間情報を使った高度な技術の社会実装を進める。 

経済財政運営と改革の基本方針2019 （令和元年6月21日閣議決定） 



【参考】 閣議決定における５Ｇの記載（成長戦略①） 

 

Ⅰ．Society 5.0の実現 
１．デジタル市場のルール整備 
（２）新たに講ずべき具体的施策 
ⅱ）データ流通の促進 
②流通・活用環境の整備 
ウ）新たな技術によるユースケースの確立 
・5Gに関し、2020年度末までに全都道府県でサービスを開始するなど、全国展開を着実に推進するとともに、5GなどのICTによる地
域の課題解決に係る技術や制度の検証を行うための実証実験を、関係府省や地方公共団体、地域の住民・団体等と連携して、実施する。
また、地域に密着した課題解決を行うローカル5Gに必要な制度整備を2019年秋から一部先行し、2020年までに行う。 

成長戦略フォローアップ（令和元年6月21日閣議決定） 

成長戦略実行計画 （令和元年6月21日閣議決定） 

第２章 Society5.0の実現  

１．デジタル市場のルール整備 

（２） 対応の方向性 

⑥ 5G整備やＧ空間社会実現に向けて 

 Society5.0の実現に向けて、2020年度末までに全都道府県で5Gサービスを開始するとともに、セキュリティの確保に留意しつつ、

通信事業者等による5G基地局や光ファイバなどの情報通信インフラの全国的な整備に必要な支援を実施し、2024年度までの5G整備計

画を加速する。その際、地方創生の実現に向け、自らの地域課題を解決する具体的な取組を有する先駆的な地方公共団体を優先して支

援する。 

 地理空間情報高度活用社会（Ｇ空間社会）の実現に向け、地理空間情報を使った高度な技術の社会実装を進める。 



【参考】 閣議決定における５Ｇの記載（成長戦略②） 

Ⅰ．Society5.0の実現 

１．デジタル市場のルール整備 

令和元年度革新的事業活動に関する実行計画（令和元年年6月21日閣議決定） 
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(3) 過疎対策の推進   10.８（6.9） 

(a) 過疎地域の自立促進に向けた取組への支援 5.8（2.9） 

・ Society5.0 時代の技術を活用した取組のほか、基幹集落における定住促進団地の造成

や空き家を活用した定住促進住宅の整備、廃校舎などの遊休施設を活用した地域振興施

設の整備等を支援
【主な経費】過疎地域等自立活性化推進交付金 

うち過疎地域等自立活性化推進事業 等 5.8 億円 

(b) 集落ネットワーク圏の推進 5.0（4.0） 

・ 基幹集落を中心に周辺の複数集落をひとつのまとまりとする「集落ネットワーク圏」（小さな

拠点）において、Society5.0 時代の技術を活用して行う生活支援の取組や「なりわい」を創

出する活動等を支援
【主な経費】過疎地域等自立活性化推進交付金 

うち過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業 5.0 億円 

(1) 5G・光ファイバ等の全国展開支援 132.9（126.6） 

(a) 高速・大容量の無線局を支える光ファイバの整備   64.8（52.5）   

・ 5G・IoT 等の高度無線環境の実現に向けて、地理的に条件不利な地域において、電気通

信事業者等が、高速・大容量無線局の前提となる光ファイバ等を整備する場合に、その事

業費の一部を補助
【主な経費】高度無線環境整備推進事業 64.8 億円 

(b) 5G 等の携帯電話基地局の整備促進 68.1（74.1） 

・ 携帯電話等エリア整備事業

過疎地等の地理的に条件不利な地域において、地方公共団体が携帯電話等を利用可能

とするために基地局施設等を整備する場合や、無線通信事業者が 5G 基地局などの高度

化施設等を整備する場合に、その事業費の一部を補助 

・ 電波遮へい対策事業

鉄道トンネルや医療施設等の携帯電話の電波が届かない場所において、一般社団法人

等が携帯電話等の中継施設を整備する場合に、その事業費の一部を補助 
【主な経費】携帯電話等エリア整備事業 35.6 億円 

電波遮へい対策事業 32.5 億円 

(2) マイナンバーカードの普及とマイナンバー制度の利活用の促進      1,801.5（260.8） 

(a) マイナンバーカードの普及・利活用の促進 1,736.2（214.7） 

・ 令和元年６月４日のデジタル・ガバメント閣僚会議で示された「マイナンバーカードの普及

とマイナンバーの利活用の促進に関する方針」等を踏まえ、令和２年度に予定されているマ

イナンバーカードを活用した消費活性化策や令和３年３月から本格運用が開始される健康

保険証としての利用等に向けてマイナンバーカードの普及・利活用を推進

・ 令和元年５月 31 日に公布されたデジタル手続法に基づき、国外転出者によるマイナンバ

３ ．Society5.0 を支える ICT インフラ整備 1,947.2 億円＋ 事項要求 

Ⅱ Society5.0 時代の地域社会 

令和元年８月３０日公表
　総務省概算要求（抜粋）

FF13070382
長方形

FF13070382
長方形
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ーカード・公的個人認証の利用を可能とするための情報システムの整備等を実施 
【主な経費】個人番号カード交付事業費補助金  841.1 億円 

 個人番号カード交付事務費補助金  651.9 億円 

マイナンバーカード・公的個人認証の海外継続利用に要する経費 242.0 億円（新規）

(b) マイナンバー制度における情報連携の円滑な実施 65.3（46.1） 

・ 地方公共団体において情報連携を行うに当たって必要となる情報システムの整備につい

ての支援を実施
【主な経費】社会保障・税番号制度システム整備費補助金 65.3 億円 

(3) マイナンバーカードを活用した消費活性化と官民共同利用型キャッシュレス決済基盤の構

築 事項要求（119.3） 

(a) マイナンバーカードを活用した消費活性化と官民共同利用型キャッシュレス決済基盤の

構築  事項要求（119.3） 

・ 消費税率引上げが消費に与える影響を継続して緩和するとともに、官民共同利用型キャ

ッシュレス決済基盤の構築を目指し、マイナンバーカードを取得している個人が行う、プレ

ミアムを付与したマイナポイント（仮称。マイナンバーカードを活用したポイント）の購入等に

ついて、当該プレミアム分を国が補助するとともに、各種給付など自治体サービスにおい

てマイナポイント（仮称）を活用する方策を検討【消費税率の引上げに伴う「臨時・特別の

措置」関係】
【主な経費】マイナンバーカードを活用した消費活性化と官民共同利用型キャッシュレス決済基盤の

構築に要する経費 事項要求 

(4) 地域 IX・CDN 等を活用したローカルコンテンツ配信効率化等の促進  12.9（1.2） 

(a) 地域 IX・CDN 等を活用したローカルコンテンツ配信効率化等促進事業   12.9（1.2） 

・ 動画配信サービスの普及等により通信トラヒックが急増し、さらに今後は放送事業者による

ネット同時配信が本格化することが見込まれる中、ローカルコンテンツを含むインターネット

コンテンツを効率的・安定的に地域住民に送り届けるため、地域 IX・CDN等の活用による最

適なネットワーク構成及びコンテンツ配信基盤の在り方を技術的な観点から総合的に検証

し、関係事業者による適切な設備投資、新サービス創出等を促進
【主な経費】地域 IX・CDN 等を活用したローカルコンテンツ配信効率化等促進事業 11.4 億円（新規） 

(1) 地域課題の解決に資する 5G の活用推進   70.1（新規） 

(a) 地域課題解決型ローカル 5G 等の実現に向けた開発実証  70.1（新規） 

・ 地域の企業や自治体をはじめ、様々な主体が個別のニーズに応じて独自の５Ｇシステム

を柔軟に構築でき、地域課題解決に資することが期待されている「ローカル５Ｇ」等の実現

に向け、地域のニーズを踏まえた開発実証を推進
【主な経費】地域課題解決型ローカル 5G 等の実現に向けた開発実証 70.1 億円（新規） 

(2) キャッシュレス化・情報銀行等によるデータ流通・活用の推進 7.5（1.0） 

(a) モバイル決済データの活用推進  6.0（新規） 

・ ＱＲコード決済を地域で面的に導入するモデルを全国に普及させるための支援及びモバ

イル端末を使ったキャッシュレス決済の基盤が整備された地域における決済データ・購買デ

ータ等の地域での活用のための環境整備を行い、国内の決済事業者によるキャッシュレス

４ ．産業の高度化・新規産業の創出 609.8 億円 

令和元年８月30日公表
　総務省概算要求（抜粋）

FF13070382
長方形

FF13070382
長方形














